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研究成果の概要（和文）：本研究では、ソーシャル・ツーリズム（ＳＣ）、すなわち観光を享受できない社会的弱者が
支援措置により参加する観光旅行について、史料調査、事例調査、専門家招聘を通じ分析を進めた。日本の従来の支援
措置は公的宿泊施設の整備に偏重し、対象も労働者や国民全般とした点で、所得や障がいなど旅行者の属性とインセン
ティブを重視した西欧とは性格を異にした。近年、ベルギーでは福祉部門と観光部門が連携し、観光業界が自主的に低
廉なソーシャル・レートを設定して低所得者の旅行を促進しており、イギリスでは民間資金の拠出を受けた団体が低所
得層の家族旅行を支援するなど、日本における今後のＳＣ振興に活かすべき先行事例の知見が得られた。

研究成果の概要（英文）：This study investigates the development of social tourism in EU countries through 
the literature review, interviews and discussions with experts in the field of social tourism studies. 
Policy frameworks to support the social tourism in Japan used to put emphasis on providing public 
accommodations to the general public and workers, while those of the EU countries have targeted the 
demand side and incentives of the deprived people in poverty and / or handicapped people. In Belgium the 
cooperation between social welfare department and tourism promotion department seems to be working, and 
tourism industries have introduced more affordable ‘social rates’ for the participants to promote 
travels by low-income people; in UK privately funded organizations have supported families with low 
income to promote their holiday participation and travel. These case studies are expected to serve as a 
key role for tourism policy and planning to promote social tourism in Japan in the near future.

研究分野：観光学
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１．研究開始当初の背景 
ソーシャル・ツーリズム、すなわち「国や
地方自治体が、低所得、身体障害その他の理
由によって観光を享受できない人びとを対
象に、休暇手当の支給、各種割引措置、廉価
な宿泊施設の整備、特別な情報提供などを行
うことを指す」（岡本(2001)）観光旅行の形
態については、様々な国や地域で政策的支援
が行われている一方、支援スキームは国や地
域により異なる。 
日本では 1957 年、観光事業審議会から内
閣総理大臣に対し「社会政策的見地から、健
全な国民旅行（ソーシャル・ツーリズム）の
普及発達についても所要の施設を整備する
必要がある」との建議が行われ、国民宿舎、
国民休暇村等の公的整備につながったもの
の、その後は現在に至るまでソーシャル・ツ
ーリズムの社会的認知も乏しく、政策的支援
が明示的に行われているとはいい難い。 
一方で、ベルギー、イギリス等のＥＵ加盟
国では、ソーシャル・ツーリズムの取組状況
に関する網羅的調査が実施され、その支援に
向けた動きが加速している。ソーシャル・ツ
ーリズムの海外事例については、日本でも成
澤、森本ら一部の研究者により知見の蓄積が
進められてきたところであるが、対象となる
国・地域は主に大型の休暇制度と財政支援を
有するフランスとスイスであった。その他の
国・地域にも焦点を当てつつ、海外における
ソーシャル・ツーリズムの近年の発展につい
て調査を進め、制度的支援の視点から考察す
ることが、日本では注目されなくなって久し
いソーシャル・ツーリズムの意義とその再構
築を考えるうえで喫緊の課題となっている。 
 
２．研究の目的 
観光の経済効果に対する関心が高まる一
方で、観光の権利性（誰のための観光か、金
銭的余裕がある者のみ享受すべき娯楽か）、
社会的・教育的効果（観光が社会全体に与え
る効果、観光を通じて人が成長するという効
果）についても実証研究ないしケーススタデ
ィを通じた知見の集積が求められている。 
本研究では、「社会的弱者」のためのソー
シャル・ツーリズムに焦点を当て、先行研究
が従来対象としてきたフランス・スイス以外
に、ソーシャル・ツーリズムに関する議論や
支援の動きが近年活発な国・地域における推
進状況と支援制度について調査研究を進め
る。あわせて、ソーシャル・ツーリズムの支
援方策について考察を深めることにより、も
って日本におけるソーシャル・ツーリズムの
再構築、再発展に向けた観光政策上のインプ
リケーションを引き出すことを目指す。 
 
３．研究の方法 
上述の研究目的に沿い、以下のような手法
によって考察を進めた。 
(1)ＥＵ加盟国におけるソーシャル・ツーリ
ズムに関する基礎資料の収集及び分析 

本研究ではまずソーシャル・ツーリズムに
関する国内の先行研究について網羅的把握
と分析を進めたうえで、ＥＵ加盟国における
推進状況に関して有用と思われる海外文献
（英語）を特定し解読を進めた。あわせて、
ＥＵ特有の政治的・経済的・文化的環境に関
する知見についても研究を進めた。海外文献
の特定、収集に際しては、海外協力者から専
門的知識の提供を受けた。ＥＵ加盟国におけ
る文献の特定とその分析全般を研究代表者
が行い、研究分担者は主に経済学的側面と費
用便益分析の観点からの分析を進めた。 
(2) 特徴的なソーシャル・ツーリズムが進め
られている国・地域における、推進方策の
具体的把握のための現地調査 
 海外協力者から提供された知見と史料分
析結果を踏まえ、現地調査の対象とすべき
国・地域をイギリスとベルギー（フランダー
ス）に定め、現地調査を主にエリート・イン
タビューの手法により実施した。 
①イギリス調査（第１回、2012 年 8月） 
イギリスにおけるソーシャル・ツーリズム
に対する取組み状況と課題について、グリニ
ッジ大学ビジネススクール上級講師・経済発
展資源センター長のジェームズ・ケンネル氏
に対するインタビュー調査を実施した。 
②イギリス調査（第２回、2014 年 9月） 
 ＦＨＡ事務局のマクドナルド氏とサリー
大学マネジメント学部長(観光学専門)のグ
ラハム教授にインタビュー調査を実施した。 
③ベルギー調査（第１回、2014 年 8月） 
フランダースのソーシャル・ツーリズム推
進団体の代表者に対するインタビュー調査
を行うとともに、同センターのスタッフ７名
との意見交換会に参加し、ベルギーにおける
ソーシャル・ツーリズムの推進状況と課題に
関する調査を実施した。あわせて、ブリュッ
セルに本部を置く国際組織ＩＳＴＯの広報
担当者にインタビュー調査を行い、ＥＵ全体
におけるソーシャル・ツーリズムの推進状況
に関する包括的な知見を得た。 
④ベルギー調査（第２回、2015 年 3月） 
 ベルギー・ブリュッセルにてビジット・ブ
ラッセル（NPO）のボンチンク CEO と、ビジ
ットフランダースの職員のケリーデヴィス
ト氏にヒアリング調査を実施した。 
(3) ソーシャル・ツーリズムの公的支援に係
る費用対効果（費用便益分析）の検証 
ソーシャル・ツーリズムの一事例として、
スペインで高齢者による旅行を促進するた
めの公的支援策である IMSERSO に関し、海外
の民間コンサルティング会社が実施した費
用便益分析について検証を進めた。 
(4)基礎資料及び現地調査に基づく考察 
(1)の作業により構築した基礎資料により、
日本のソーシャル・ツーリズムをめぐる議論
を分析するとともに、ＥＵ加盟国における状
況との相違点について考察した。また(2)の
現地調査により、調査対象国におけるソーシ
ャル・ツーリズムの支援方策に関する制度運



営上の特徴と課題を抽出して考察を深めた。 
(5)ソーシャル・ツーリズムに関する専門家
の招聘及び意見交換 
 本研究の海外協力者でありソーシャル・ツ
ーリズム研究の世界的権威であるサリー大
学(イギリス)ホスピタリティ・観光マネジメ
ント学部のリン・ミナート上級講師（研究開
始当時。その後ニューヨーク大学（アメリカ
合衆国）に移籍）を日本に招聘、２日間に及
ぶ研究会を開催した(2015年2月19～20日)。 
 
４．研究成果 
 研究成果は主に以下の３点に集約される。 
(1)日本の「ソーシャル・ツーリズム」にみ
られる２つの特徴と限界 
日本でもかつてソーシャル・ツーリズムと
銘打った旅行形態を政策的に支援する動き
はみられたものの、その具体的内容としては
1950 年代～70 年代にかけて行われた、国民
宿舎、家族旅行村等の公的宿泊施設等に対す
る予算措置にもっぱら限られていた点で、観
光・旅行の需要面（旅行者）に対するインセ
ンティブ方策を中心に展開したヨーロッパ
諸国とは異なっていた。この点に、対比的視
点からみた「日本的ソーシャル・ツーリズム」
の第一の特徴を指摘することができる。 
また、日本では、ソーシャル・ツーリズム
を政策的に支援しようとする思想哲学にあ
ったのは主に「観光旅行から阻害されていた
労働者階級においても、休暇や旅行の権利を
認め、その権利の行使をしやすくすべきだと
いう考え」（寺前（2009）p.66）であり、既
述の観光事業審議会建議（1957 年）におい
ても「国民各層、特に青少年、勤労階層等」
が対象とされたほか、同建議ではソーシャ
ル・ツーリズムについて「国民旅行（ソーシ
ャル・ツーリズム）」と表現していたことか
らも、ソーシャル・ツーリズムは経済的弱者、
社会的弱者の視点にとどまらず一般の労働
者階級をはじめ国民全般による観光・旅行を
推奨するものとして位置づけられることと
なった点を「日本的ソーシャル・ツーリズム」
の第二の特徴として挙げることができる。 
本研究では、日本におけるソーシャル・ツ
ーリズムに関して以上２点の特徴を明らか
にした。さらに本研究から、これらの特徴（日
本におけるソーシャル・ツーリズムの推進方
策が公的宿泊施設等の整備に偏重していた
こと、及びソーシャル・ツーリズムのターゲ
ット層を国民全般としていたこと）が、国民
皆旅行の時代を迎えるとともに 1990 年代後
半以降「官から民へ」の流れが進んだ中で、
ソーシャル・ツーリズムの公的支援に関する
社会的意義、社会的認知を低下させた可能性
についても示唆された。 
(2) ＥＵ加盟国が推進するソーシャル・ツー
リズムの４類型とその事例にみられる特徴 
ＥＵ加盟国が推進するソーシャル・ツーリ
ズムの特徴と課題については、観光商品及び
参加者の属性に注目して以下の４つのカテ

ゴリーに分類することができる(Minnaert, 
Maitland & Miller （2011）)。 
① 参加モデル 
 「経済的弱者・社会的弱者による観光活動
への参加を促進するための観光」と位置づけ
られる。このモデルは、大多数の個人が楽し
めている観光体験について、主に金銭上ある
いは健康上の理由により享受できていない
グループに対しても提供することに主眼を
置く。ターゲットとなる弱者としては障がい
のある子どもや健康ニーズを有する高齢者
などが想定される。提供される観光商品は、
ターゲットのために特別に用意されたもの
ではなく、ソーシャル・ツーリズムと関わり
のない一般旅行者に提供されるものと同じ
標準的なものであること、それを利用できる
主体については特定のターゲットに限定さ
れることに特色がある。 
② インクルージョンモデル 
「経済的弱者・社会的弱者も含めたすべて
の人に観光への参加を促進するための観光」
と位置づけられる。このモデルは、経済的に
恵まれない層のみならず社会全体に普遍的
なメリットがもたらされるものであり、そこ
で提供される観光商品も①と同様に、ソーシ
ャル・ツーリズムと関わりのない一般旅行者
に提供されるものと同一である。ただし、参
加できる主体もまた特定の弱者に限定され
ていないという点で①とは異なる。 
③ 適応モデル 
「経済的弱者・社会的弱者のために特別に
設計された観光」と位置づけられる。このモ
デルでは、特別な宿泊施設や介助サービス等
の観光商品が利用者のため特別に提供され
る。ターゲットも特定の弱者に限定される。 
④ 刺激モデル 
「経済的弱者・社会的弱者に旅行・観光を
通じて経済的な機会を与えるための観光」と
位置づけられる。受入観光地に経済的なメリ
ットをもたらすことに主眼をおく。ターゲッ
トは主に高齢者であり、休閑期の観光地にお
ける売上増・雇用増をもたらす潜在的なクラ
イアントとして、オールインクルーシブ等の
特別な（ただし特定のターゲットのみによる
利用に限らず、広く一般旅行者も利用可能な
ものとしての）観光商品を用いたイニシアチ
ブが進められる。 
これらの４類型に該当する具体的事例と
して、以下の４カ国のソーシャル・ツーリズ
ム推進団体ないし支援制度が挙げられる。 
① 「参加モデル」の具体例：フランダース
（ベルギー）の休日参加センター 
 低所得者の旅行支援を目的として、宿泊施
設、観光施設の利用料金を割り引くための調
整を同センターが担う。割り引かれた後の利
用料金は「ソーシャル・レート」と呼ばれ、
割引率は通常価格から７割引に達すること
もある。ソーシャル・レートの設定は、ビジ
ネスチャンスの拡大、ＰＲ、企業の社会的責
任（ＣＳＲ）などの視点から事業者による自



発的な行為として行われ、同センターの人件
費を除き公的負担は生じない。制度を利用で
きるのは低所得者に限定されており、所得に
ついてはソーシャルワーカーによる確認等
が求められる。同センターによれば、2013 年
には 11万人以上がこの制度を利用している。 
 現地調査の結果、この制度を支える鍵とな
っているのは政府の福祉部門と観光部門の
連携に加え、ソーシャル・ツーリズムの社会
的意義、経済的意義両面に対する観光業界の
理解の深さにあるものと思われた。 
② 「インクルージョンモデル」の具体例： 
フランスのホリデイバウチャー制度  
 観光商品、利用者のいずれも特定の個人・
グループに限られない点が特徴である。本制
度では、参加企業は従業員が休日の消費（宿
泊、飲食、交通、文化観賞など）に充てるた
めの定期的な積立に対して一定の上乗せを
行う。企業には税制上の優遇措置があること
から負担は最終的に納税者に帰着する。バウ
チャーの発行手数料として公的部門にも収
入がもたらされる。制度の目的は休日を享受
する人－所得の大小に関わらず－の数の最
大化を目指すことにある。本制度の利用者に
よる支出額はバウチャーが要する全体費用
の４倍に相当する(Minnaert et al. (2010))。フ
ランスではバウチャーを利用してもらいた
いがために地方でも競争が生じ、観光関連の
サービスが改善している状況が見受けられ
るとの知見を、グリニッジ大学ケンネル上級
講師に対するインタビュー調査により得た。 
③ 「適応モデル」の具体例：イギリスの慈
善団体「Break」 
本モデルでは、特定の弱者に対象を限定し、
そのニーズに特別に合わせた観光商品が提
供される。本団体は、各種のケアサービスを
提供するスタッフを４か所のセンターに配
置し、子どもがいる家庭に様々なサポートを
実施している。費用は半分程度が自己負担で
残りは団体によるファンドレイジングで賄
う。同様の仕組みを有する団体は他にも様々
なものがあり、ターゲットも高齢者、長期療
養の子ども、母子・父子家庭など様々である。 
 また、民間でソーシャル・ツーリズム活動
を実践している家族旅行協会（ＦＨＡ、本部、
ロンドン）は主にケント州(ロンドンから約
電車で１時間程度)に主に子供や家族を連れ
てゆくサービスを毎年実施している。これま
で、２５００の家族、のべ１万人をホリデー
参加させることに成功している。今後も積極
的に買う動を行う予定であるが、この組織は
民間のファンドのみで構成されている点が
特徴的である。旅行会社のＴＵＩがファンド
を拠出している。 
④ 「刺激モデル」の具体例：スペインの
IMSERSO 
他の３つの類型と基本的に異なるのは、動
機が観光地にとってのメリットを目指す点
である。観光地の人気が薄れ、休閑期におけ
る余剰施設や余剰人員の問題に直面し、収入

減少、従業員のレイオフなどに迫られた観光
地や観光事業者が新たな市場を形成するこ
とを目的として、休閑期に特定のターゲット
に対し特別な商品・サービスを提供する形態
である。スペインの IMSERSO は、休閑期に高
齢者がスペインの沿岸部に旅行することを
促すプログラムであり、利用者負担が７割、
残る３割が公的負担とされている。支援の対
象には交通、食事や観光活動が含まれるが利
用者は高齢者に限定される。この仕組みには
約 300 のホテルが参加しており、2008～2009
年の利用者はおよそ 100 万人、79,300 人の雇
用の新規創出ないし維持がもたらされた上、
2009～2010 年にスペイン政府が１億ユーロ
強の予算を配分した結果、１ユーロの公的投
資が健康保険支出の減少や税を通じて４倍
の公的収入をもたらしたといわれている。 
(3) ソーシャル・ツーリズムのターゲット層
を特定し、支援を確立することの重要性 
欧州委員会企業・産業総局 （European 
Commission for Enterprise and Industry）
が立ち上げたカリプソ・プロジェクト
（Calypso Project）は、ソーシャル・ツー
リズムについてヨーロッパ諸国それぞれが
支援策を充実させると同時に国家間連携を
図り、人的交流を国際的に推進することを目
的としたものである。そこでは高齢者、困窮
家庭、障がい者及び若者の４つのグループが
ターゲットとして設定されている。 
さらに同プロジェクトでは、ソーシャル・
ツーリズムの振興の目的として、ヨーロッパ
全体の経済活性化、観光産業における季節性
の改善、観光産業における雇用の量・質の改
善、小規模観光地における観光振興といった
経済面が明確にうたわれている。ソーシャ
ル・ツーリズム支援のための公的支出に対す
るリターンのB/Cが高いことから公共の便益
がもたらされるという主張もなされている。 
 なお、本研究の成果は５に示すとおりであ
るが、ケーススタディを伴う実践的意義を有
する本研究の成果は行政関係者や観光関連
の事業者にとって有益性が高いと判断し、公
開の場における研究成果発表会及び一般財
団法人の機関誌における論文掲載等、観光関
連の事業者及び行政関係者を主たる聴衆な
いし読み手とした成果発表の機会を設けた。 
今後、本研究の成果を活かしてさらに発展
させるべく、ソーシャル・ツーリズムに関し
て支援のターゲット層を絞り込み、効果に関
する産官学連携の総合的な検証も含めた調
査研究を進めることを通じ、日本のソーシャ
ル・ツーリズムの支援策の再構築に向け研究
成果の社会的還元を目指すこととしている。 
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